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南砺市農業再生協議会 臨時総会 次第 

 

 

               日時：令和５年１２月１８日（月） １４：００～ 

               場所：南砺市役所 別館 ３階 大ホール 

 

 

１ 開会 

 

 

２ 挨拶 

 

 

３ 議長選出 

 

 

４ 議事録署名人の選任 

 

 

５ 議事 

  議案第１号 役員変更について 

  議案第２号 令和６年産米の需給調整に関する取組方針（案）及び 

        令和６年産米の生産目標（案）の提示について 

 

 

６ その他 

 

 

７ 閉会 
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議案第１号 

 

 

 役員変更について 

 

 

 役員の変更について、規約第７条第２項により、次のとおり承認を求めます。 

 

 

 以上、提出します。 

 

 

 

 

 

 令和５年１２月１８日 

 

 

                         南砺市農業再生協議会 

                         会長 岩佐  崇 
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令和５年度・６年度役員（案） 

 

 

役職名 
氏名 

所属職名 
変更前 変更後 

会長 岩佐  崇 変更なし 
南砺市ブランド戦略部長 

南砺市担い手育成総合支援協議会長 

副会長 前川 十一 岡村 俊一 南砺市農業委員会長 

監事 上田 憲仁 変更なし 
なんと農業協同組合代表理事組合長 

なんと地域水田農業推進協議会長 

監事 上口 長博 変更なし 
山間地域農業組織代表 

（（公財）五箇山農業公社理事長） 
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議案第２号 

 

 

 令和６年産米の需給調整に関する取組方針（案）及び 

 令和６年産米の生産目標（案）の提示について 

 

 

 令和６年産米の需給調整に関する取組方針（案）及び令和６年産米の生産目標（案）の

提示について、次のとおり承認を求めます。 

 

 

 以上、提出します。 

 

 

 

 

 

 令和５年１２月１８日 

 

 

                         南砺市農業再生協議会 

                         会長 岩佐  崇 
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令和６年産米の需給調整に関する取組方針（案） 

 

令和５年１２月１８日 

南砺市農業再生協議会 

 

【国】 

 主食用米の需要は、人口減少や高齢化を背景に毎年約１０万トンずつ減少が続いている

が、主食用米からの作付転換が進んだこと等により、令和５年６月末の民間在庫量は、適

正水準（１８０～２００万トン）内の１９７万トンで確定した。 

 

 また、全国的には、好天が影響し、もみの中の玄米の実り具合は平年より良好で、令和

５年産米の全国の作況指数は、「平年並み」の１０１であったが、収穫後の調査で、米が

白く濁る「白未熟粒」や、ひびが入る「胴割れ米」等、収量にカウントされない未熟米が

例年以上に多く、富山県においても、「やや不良」の９８で確定し、１６年ぶりに夏の猛

暑による高温障害が影響した。 

 

 これらを受け、国は、１０月に公表した「米穀の需給及び価格の安定に関する基本指針」

で、下表のとおり試算され、令和６年産米の生産量については、令和５年産米と同水準の

６６９万トンとされた。 

                       単位：万トン 

令 

和 

５ 

／ 

６ 

年 

令和５年６月末民間在庫量        Ａ １９７  

令和５年産主食用米等生産量       Ｂ 

令和５／６年主食用米等供給量計 Ｃ＝Ａ＋Ｂ 

６６２ 

８５９ 

 

 

令和５／６年主食用米等需要量      Ｄ ６８２  

令和６年６月末民間在庫量    Ｅ＝Ｃ－Ｄ １７７  

 

令 

和 

６ 

／ 

７ 

年 

令和６年６月末民間在庫量        Ｅ １７７  

令和６年産主食用米等生産量       Ｆ 

令和６／７年主食用米等供給量計 Ｇ＝Ｅ＋Ｆ 

６６９ 

８４７ 

⇒需給均衡 

 

令和６／７年主食用米等需要量      Ｈ ６７１  

令和７年６月末民間在庫量    Ｉ＝Ｇ－Ｈ １７６ ⇒適正水準を超えない 
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【県】 

 １２月１日に富山県農業再生協議会の臨時総会が開催され、今後も県段階で主食用米の

生産数量の目標を提示すること、また水田フル活用に向けた作物別生産方針を提示するこ

とで、引き続き、県全域で「需要に応じた米生産」に取組む方針を決議された。さらに、

毎年、一定程度の作付可能面積を残していた（深堀りしていた）ことから、地域農業再生

協議会や生産調整方針作成者間で情報を共有し、可能な限り、目標に則した主食用米の生

産体制を構築するため、令和４年産米から作付実績を踏まえて追加配分する方針を示され

ているが、令和６年産米においても当方針が踏襲された。 

 

 令和６年産米における生産数量の目標については、全国の生産量の目安や、本県産米の

需要見通しが堅調であること等を考慮し、県段階の生産目標を１７２，８４３トン、面積

換算では、３１，６００ヘクタールとされ、現行の生産力を維持することとされた。 

 

 各市町村への生産数量の目標の配分については、前年目標に一律に定率を乗じ、微増さ

せた上で、恒常的な深堀りを解消するため、氷見市の１１３ヘクタール分を令和５年産米

の作付実績を踏まえ、他市町村へ傾斜配分された。 

 

【市】 

 南砺市農業再生協議会では、国の公表する米の在庫状況や需要量、市内農家の米の生産

意欲やこれまでの取組み状況から、県の方針を尊重し、県から示された 

２１，０９９．３３２トンを各生産調整方針作成者に配分するものとする。 

 

 配分については、生産現場の混乱ができる限り生じないよう、県と同様に従前の手法に

準じ、各水田農業推進協議会をベースとして前年目標（調整後）に対し、０．８％増加さ

せたものとする。具体的には、地域の基準単収は、農業共済の単収データは古くから更新

されておらず、農協の単収データは農協が取扱っている分のみで全てを網羅しているわけ

ではないので、公に使用することは難しいことから、唯一、公に使用できる北陸農政局富

山県拠点統計部による市の単収をベースにし、南砺市の７年中、中庸５カ年の平均値 

５３４キログラム／１０アールに富山県農業再生協議会が示す統計補正係数を乗じた 

５２８キログラム／１０アールと設定し、面積換算した、３，９９５ヘクタールを目標面

積とする。 

 

 なお、各水田農業推進協議会及び生産調整方針作成者は、配分された目標数量が最大限

に作付けされるよう取組みを進め、併せて、過剰な作付けが行われないよう非主食用米、

戦略作物及び園芸作物の作付けを推進するものとする。 
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南砺市農業再生協議会

1 ． 令和6年産米の需要量に基づく生産量に関する情報について
 

トン 万トン)
前年目標と同水準

トン トン) (
県産米の需要見通し、在庫量及び価格動向等を勘案⇒現行の生産力の維持

　前年目標より ( トン増) 調整前数量
トン) トン

一律定率微増に深堀り解消分を傾斜上乗せ

2 ． 令和6年産米の水田協別生産数量目標(R5は調整後)

前年比

城端
平・上平
井口

福光
さくさく村

　 福野
　 井波

利賀

令和6年産基準単収

1

3 ． 令和6年産米の水田協別作付面積目標(R5は調整後)

前年比
ha ha ha

城端 ha ha ha
平・上平 ha ha ha
井口 ha ha ha

ha ha ha
福光 ha ha ha
さくさく村 ha ha ha

ha ha ha
　 福野 ha ha ha
　 井波 ha ha ha

利賀 ha ha ha
南砺市計 ha ha ha

(参考) 南砺市　　　平均転作率 令和6年産　　40.03% 令和5年産　　40.72%
(水田面積　6,662ha)

令和6年産米の生産数量目標の提示について

全国 669 万 前年目標( 669

富山県 172,843.000 前年目標( 171,211 1,632 トン増)

↓

南砺市
農業再生協議会 21,099.332 トン

176.851
前年目標(調整後)( 20,922.481 20,928.116

水田協名 6年産目標数量 5年産配分数量 前年差
なんと地域水田協 5,020.620 トン 4,978.539 トン 42.081 トン 100.8%

3,865.099 トン 3,832.703 トン 32.396 トン
284.850 トン 282.463 トン 2.387 トン
870.671 トン 863.373 トン 7.298 トン

福光水田協 8,000.018 トン 7,932.963 トン 67.055 トン 100.8%

7,903.985 トン 7,837.735 トン 66.250 トン

67.715 トン
96.033 トン 95.228 トン 0.805 トン

トン
となみ野地域水田協 8,078.694 トン 8,010.979 トン 100.8%

5,039.953 トン 4,997.709 トン 42.244
2,877.246 トン 2,853.129 トン 24.117 トン

トン 176.851
161.495 トン 160.141 トン 1.354 トン

トン 100.8%

　北陸農政局富山県拠点統計部による市町村単収の7中5(平成28年～令和4年)に統計補正係数を乗じた単収を基
準単収とする。

南砺市計 21,099.332 トン 20,922.481

市町村別統計単収（kg）
7中5(kg) 統計補正係数

地域の合理的
な単収（kg）年度 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4

南砺市 560 524 530 536 538 530 534 534 0.98736 528
(参考)令和5年産基準単収

市町村別統計単収（kg）
7中5(kg) 統計補正係数

地域の合理的
な単収（kg）年度 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3

南砺市 547 560 524 530 536 538 530 536 0.98736 530

水田協名 6年産目標作付面積 5年産配分作付面積 前年差 慣行栽培(単収)

なんと地域水田協 950.617 940.129 10.488 101.1%
529kg

731.827 723.756 8.071
53.935 53.340 0.595

164.855 163.033 1.822 有機栽培(単収)

福光水田協 1,514.743 1,498.037 16.706 101.1%
423kg

1,496.560 1,480.054 16.506
18.183 17.983 0.200

となみ野地域水田協 1,529.640 1,512.752 16.888 101.1%

44.082 101.1%

954.277 943.738 10.539
544.785 538.774 6.011
30.578 30.240 0.338

3,995.000 3,950.918
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１ 主食用米の生産 

（１）米価の安定等による持続的な農業経営を目指し、「需要に応じた米生産」を推進し、 

  富山県農業再生協議会が提示する生産数量の目標に基づき、消費者の多様なニーズや 

  需要動向に則した最大限の主食用米の作付けを推進する。主食用米の生産目標面積を 

  達成できない場合、次年産からの配分に影響が出ることも考えられることから、管内 

  で調整する等、目標数量に沿った作付けを実施する。 

 

（２）需要動向の変化等を注視するとともに、需要が高い品種への作付け転換を実施する 

  等、需要に応じた米生産に取組む。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症の影響により、一時、日本酒消費量が減少し、令和３年 

  産においては、酒米の作付転換を図ったが、アフターコロナを踏まえ、また実需者ニ 

  ーズに注視しながら、生産面積の確保や迅速に生産拡大ができるよう体制整備に努め 

  る。 

 

（４）米の高品質化及び高食味化を追求することで需要の安定確保を図り、併せてコスト 

  の低減や労働時間の削減を図ることで、農業者の所得の向上を目指す。また、スマー 

  ト農業の導入や、農地集積及び農地整備を推進することで、効率の良い米生産を目指 

  す。 

 

（５）「富富富」については、県でブランド化への取組みとともに、生産者の所得向上に 

  つながる戦略を推進されていることから、県の生産・販売方針及び中・長期的戦略に 

  基づき、生産者の増加と面積拡大に取組む。 

 

２ 非主食用米の生産 

（１）地域の実情に応じて、主食用米と一体的に生産することが可能な加工用米、飼料用 

  米、備蓄米及び新規需要米の生産に取組む。加工用米については、加工業者との契約 

  栽培等、安定的なサプライチェーンの構築に取組む。 

 

（２）国内における米の需要の減少傾向が続く中、米の生産面積を維持するためには、海 

  外への輸出に取組む必要がある。国では、２０３０年の農林水産物・食品の輸出目標 

  を５兆円とする中、県では、「とやま輸出ジャンプアップ計画」で、「コメ・コメ加工 

  品」を重点品目の一つに位置付け、輸出促進に取り組んでいる。生産者の所得向上を 

  図る上でも、今後も米の輸出に向けた環境整備が必要である。 
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３ 戦略作物及び園芸作物の生産 

（１）国では、令和３年度から麦・大豆の生産拡大を一層推進することとし、各種補助事 

  業が実施されているので、先進農業機械の導入等に積極的に取組み、良質な麦・大豆 

  等の生産拡大に努める。 

 

（２）麦収穫後の遊休農地を解消するとともに、農業所得の増大を図るためにも、水田の 

  フル活用となる二毛作を推進する。また、６～７月頃に大麦の収穫を終えた圃場やそ 

  の他管理が行き届かない圃場で、雑草が生い茂る事例が散見され、害虫等の発生源と 

  なる場合や景観を損ねる場合があるので、適切な耕作及び管理を推進する。 

 

（３）野菜・果樹等の園芸作物については、「稼げる経営体・産地づくり」を目指し、「里 

  芋」、「チューリップ球根」及び「三社柿」等、従来から生産を振興している作物に加 

  え、引き続き、高収益作物である、これまでの１億円産地づくり対象品目の「タマネ 

  ギ」、「ニンニク」、「アスパラガス」及び「ブロッコリー」の生産を推進する。また、 

  青ネギ（葉ネギ）及びニンジン等、新たな園芸作物も推進し、集出荷体制を整えるこ 

  とで、農業者の所得の確保・増大を図る。 

   一方、果樹においても、近年、新規就農者が干柿を柱としつつ、作業期間が重複し 

  ないブドウ栽培を開始するケースがあるので、生産が軌道に乗るよう、また産地とし 

  て一体的な取組みに拡大するようサポートに努める。 

 

４ 農業経営体の経営強化と地域営農体制 

（１）米の需要がますます減少し、米生産だけでは農業経営が難しい状況となっている。 

  麦・大豆等の戦略作物の生産振興を強化するとともに、高収益作物となる園芸作物や 

  果樹等への作付転換を強力に推し進め、農業所得を確保し、さらには増大を目指して 

  いく必要がある。戦略作物の生産推進を図るとともに、地域の課題や地域戦略に基づ 

  く「水田収益力強化ビジョン」を策定し、産地交付金を活用することにより、課題の 

  解決及び農業者の収益向上を図る。 

 

 新規項目  …１２ページ参照 

（２）本市の農業構造の大きなウェイトを占めている集落営農が、従事者の高齢化や労働 

  力不足に加えて、米価の低迷や生産コストの増大等により経営継続の危機に直面して 

  いる現状を踏まえ、令和５年度から集落営農再生塾を開講した。 

   講座を通して、経営継続や新たな挑戦へのきっかけ作りとなるヒントを多く提供し、 

  活力ある地域コミュニティの維持とともに、持続可能な営農体制の再構築と、スケー 

  ルメリットを活かした経営への転換を目的に集落の枠を越えた地域間の連携を促進 
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  する。 

 

 新規項目  

（３）「人・農地プラン」から「地域計画」への変更の目的は、地域農業を守り、農村環 

  境を保全していくため、地域での話し合いを一層活発化させ、目指すべき将来の農地 

  利用の姿を明確化していくことにある。 

   農地を効率的かつ総合的に利用していくため、地域での話し合いを通して、「１０ 

  年後に誰がどの農地を利用していくのかを一筆ごとに定めた目標地図」を作成してい 

  くこととされており、農地をより良い形で次世代に引き継いでいくとともに、確保す 

  べき農地のゾーニング等、具体的な話し合いを進める。 

 

 新規項目  …１３ページ参照 

（４）マンパワー不足の解決に向け、農業人材活躍促進重点事業（市単独事業 令和５年 

  度～）の効果的な活用を推進し、内部人材の掘り起こしとともに、多様な人材の外部 

  登用も推進する。 

 

（５）後継者対策が喫緊の課題となっているが、兼業農家では親から子へ、経営が引き継 

  がれないことが多く、集落営農の構成員の減少につながっている。また、個人経営の 

  担い手においても、後継者が存在しない農業者が多い。法人化は、経営の合理化だけ 

  でなく、経営継承も進めやすいことから、引き続き、個人経営・営農組織の法人化を 

  推進していく。 

 

（６）営農組織の合併や広域連携等による再編を検討し、経営規模の拡大による後継者の 

  確保や専従者の雇用を支援する。また、複合経営や６次産業化等の多角的な経営によ 

  る通年雇用を目指し、労働力不足の解消に努める。 

 

（７）担い手への農地集積・集約、スマート農業に適した農地基盤整備、高収益作物の栽 

  培及び有機農業の取り組み等、多種多様な地域農業の課題解決や地域特性を活かした 

  独自路線の農業展開に向け、地域計画の策定に向けた話し合いを推進し、地域ごとに 

  解決策の糸口を探る。また、中山間地域等直接支払交付金や多面的機能支払交付金を 

  有効に活用し、担い手と地域住民が一体となって草刈りや水路の泥上げ等を実施し、 

  農村環境や農地の維持に取組む。 

 

（８）担い手の高齢化や労働力不足の解決に向け、ウェブサイト「なんとアグリジョブ」 

  で本市農業の魅力を積極的に発信するとともに、就農マッチングツアーを適時開催し、 
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  新規就農者の掘り起こしに努める。また、関係機関と連携を深め、就農時から経営の 

  安定期までを総合的に支援する。 

 

（９）様々な経営リスクを抱える農業経営において、補償範囲の広い収入保険や、収入減 

  少影響緩和交付金いわゆるナラシ対策への加入を一層促進し、自己リスク管理の下で、 

  安心して農業経営を行うことができるよう、セーフティネットへの誘導を促進する。 

 

（10）農業経営を直撃している肥料・燃油価格の高騰等、生産コストの増大に対しては、 

  国・県・市事業と連携し、農業経営の継続を支援する。 
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主催：南砺市・南砺市担い手育成総合支援協議会

【問合せ先・参加申込書提出先】 南砺市担い手育成総合支援協議会事務局（南砺市農政課内）

TEL 0763-23-2016 FAX 0763-52-6348 Email nouseika@city.nanto.lg.jp

回数
開催日時

（開催場所）
カリキュラム内容テーマ（予定） 講師等

第1回
6月21日(水)

19時～20時30分
（福野体育館）

①『集落営農再生塾の趣旨』
②『集落営農の変遷と

次なる一手を考える』

①南砺市⾧
田中 幹夫

②富山大学名誉教授
酒井 富夫 様

第2回
10月26日(木)
19時～20時30分
（福野体育館）

①『南砺市集落営農調査の結果と
今後の方向性』

①南砺市ブランド戦略部⾧
岩佐 崇

②『集落営農の活性化を考える』
～市内の集落営農の事例から～

(1)   集落活性化と複合経営

(2)  全戸出役型の限界から専従者雇用へ

(3) 多様な担い手の確保へ
～農福連携の事例紹介～

(1) （農）高堀集落営農組合
代表理事 大川 繁樹 様

(2) （農）野口営農組合
代表理事 山瀬 悦朗 様

(3) 砺波農林振興センター
農業普及課⾧ 柳瀬 美智代 様

第3回
12月13日(水)
19時～20時30分
（福野体育館）

①『集落営農の広域連携・連合体』
～全国の事例から～

①富山県農業経営課
経営体支援係⾧ 中村 一要 様

②『地域計画の策定に向けて』
(1) 地域での話し合いについて

～県内市町村の事例～
(2) 南砺市の地域計画策定の進め方
(3) 活用できる支援策の紹介（農村RMO、

最適土地利用総合対策 ほか）

(1) 黒部市農業委員 髙村 茂良様
黒部市農地利用最適化推進委員

米陀 助一様
(2) 南砺市農業委員会
(3) 砺波農林振興センター
企画振興課 課⾧補佐 平木 叙光 様

第4回
R6.1月16日(火)
19時～20時30分
（福野体育館）

①『広域合併及び
スマート農業と補助金の活用』

(1)スケールメリットを活かした
営農の展開

(2)  自動水管理システムの導入による
省力化の可能性

(1) 富山市八尾町
農事組合法人 KEK
前組合⾧ 宮田 好一様

（現黒瀬谷自治振興会⾧）

(2) （農）イノベーション小坂
北村 孝志 様

(3)国庫・県 補助金採択のポイント
～より採択されやすくするために～

①富山県農業経営課
経営体支援係主任 平井 裕貴 様

第5回

R6.2月上旬
19時～20時30分

（開催場所
未定）

①『先進的な省力化生産技術』
(1) 最新の省力・低コスト生産技術の紹介

(2)  ドローンによる直播の可能性

(1) 未定

(2)みどり営農組合 藤井 敏一 様

第6回

R6.2月下旬
19時～20時30分

（開催場所
未定）

①『地域全体を巻き込んだ農村RMO』
～インターンを活用した人材確保～

②『集落営農再生塾の総括と
今後の展開』

①石川県七尾市
釶打ふるさとづくり協議会
事務局⾧ 村田 正明 様

②富山大学名誉教授 酒井 富夫 様
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【対象年齢】１８歳以上３４歳以下 ３５歳以上６４歳以下
【補助金】 ２０万円／人 １０万円／人 雇用主へも１０万円／経営体

【趣旨】
市内に住所を有する者を農業法人等経営体（主たる事務所を本市に置くもの）が新たに雇用し
た場合（令和５年４月１日以後に６箇月以上雇用）、各々に対し補助金を交付するもの

高齢化等の進行によりマンパワー不足が顕在化している農業現場において、新たな人材を確
保・育成し、持続的な営農体制を構築するため、多様な人材が農業参入しやすい環境づくりを
進めるとともに、スキルアップや経営開始後の収入不安定期の生活支援を通して活躍できる土
台を整えることを目的に、予算の範囲内において補助金を交付（事業年度：令和５～７年度）
します。

１．雇用創出奨励事業補助金

２．民間賃貸住宅家賃支援事業補助金
【趣旨】
農業法人等経営体（主たる事務所を本市に置くもの）に令和５年４月１日以後新たに雇用され
た市内に住所を有する者が市内の民間賃貸住宅に入居した場合、法人等雇用就農者に対し補助金
を交付するもの

【対象年齢】１８歳以上６４歳以下
【補助金】 上限２４万円／年（３年間）

家賃から住居手当を控除した額の１／２（上限２万円／月）

３．集落営農組織リーダー・オペレーター養成事業補助金
【趣旨】
集落営農組織のマンパワーを強化するため、集落営農組織が負担する各種免許取得又は研修受
講に係る費用（以下「養成事業補助対象経費」という）の一部を助成するもの

【補助金】 上限１０万円 養成事業補助対象経費の１／２
（各集落営農組織から推薦できる養成事業対象者は各年度１人まで）

４．集落営農組織・新規就農者連携支援事業補助金
【趣旨】
新たに自らの農業経営を始めた者が、集落営農組織でも活動し、両方を合わせて農業の担い手
としての所得を確保する活動を支援するもの

【対象年齢】１８歳以上６４歳以下（経営開始資金（国事業）の交付を受けていないこと）
【補助金】 上限７５万円／年

５．継業奨励事業補助金
【趣旨】
市内に住所を有する者（後継者）に農業経営体（承継者）が耕作面積の過半を
事業継承し、経営の継業が認められる場合、各々に対し補助金を交付するもの
【対象年齢】１８歳以上３４歳以下 ３５歳以上６４歳以下
【補助金】 ２０万円／人 １０万円／人

施設等改修 上限１００万円 改修費の１／２ 承継者へも１０万円／経営体

[担当] 南砺市 農政課 農政係
〒939-1692 南砺市荒木1550番地 TEL 0763-23-2016 FAX 0763-52-6348

雇用就農を促進！

マンパワーの発掘！

連携の強化！

財産を未来へ継承！

農業人材活躍

※１・２いずれも、当該農業法人等経営体の
代表者の親族（３親等以内）は除く。
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南砺市農業再生協議会規約 

平成２３年５月２５日制定 

 

第１章 総則 

 

 （名称） 

第１条 この協議会は、南砺市農業再生協議会（以下「市協議会」という。）

という。 

 

 （区域） 

第２条 市協議会の区域は、南砺市とする。 

 

 （目的） 

第３条 市協議会は、農業経営の安定と国内生産力の確保を図り、もって食

料自給率の向上と農業の多面的機能を維持するために、次に掲げる各号を

目的とする。 

(1) 「需要に応じた生産」と「水田フル活用」の推進及び推進体制の構築を図

ること。 

(2) 経営所得安定対策及び水田活用の直接支払交付金の活用並びにこれを円

滑に実施するための行政と農業者団体等の連携体制の構築、戦略作物の生産

振興や地域農業の振興を図ること。 

(3) 農地の利用集積、耕作放棄地の再生利用、担い手の確保等に資すること。 

 

 （事業） 

第４条 市協議会は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる事業を

行う。 

(1) 経営所得安定対策等の推進に関すること。 

(2) 米の生産目標（目安）の提示に関すること。 

(3) 集落営農の法人化支援の実施に関すること。 

(4) 農地の利用集積に関すること。 

(5) 耕作放棄地の再生利用に関すること。 

(6) 担い手の育成・確保に関すること。 

(7) この他、地域農業を振興するために必要なこと。 

２ 市協議会は、前項の業務を次条の会員が相互に補完しつつ実施するもの

とし、次に掲げる前項各業務を委託する会員は次のとおりとする。 

（1） 第１号及び第２号に関する業務 

なんと地域水田農業推進協議会、福光水田農業推進協議会、となみ野
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地域水田農業推進協議会 

（2） 前項第３号、第５号及び第６号に関する事務 

南砺市担い手育成総合支援協議会  

（3） 前項第４号に関する業務 

なんと農業協同組合、福光農業協同組合、となみ野農業協同組合 

 

第２章 会員等 

 

 （市協議会の会員） 

第５条 市協議会は、別表１に掲げるものをもって組織する。 

 

 （届出） 

第６条 会員は、その氏名及び住所（会員が団体の場合については、その名

称、所在地及び代表者の氏名）に変更があったときは、遅滞なく市協議会

にその旨を届け出なければならない。 

 

第３章 役員等 

 

 （役員の定数及び選任） 

第７条 市協議会に次の役員を置く。 

(1) 会 長 １名 

(2) 副会長 １名 

(3) 監 事 ２名 

２ 前項の役員は、第５条の会員の中から総会において選任する。 

３ 会長、副会長及び監事は、相互に兼ねることはできない。 

 

 （役員の職務） 

第８条 会長は会務を総理し、市協議会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理し、

会長が欠けたときはその職務を行う。 

３ 監事は、次の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 市協議会の業務執行及び会計の状況を監査すること。 

(2) 前号において不正な事実を発見したときは、これを総会に報告するこ

と。 

(3) 前号の報告をするために必要があるときは、総会を招集すること。 

 

 （役員の任期） 

第９条 役員の任期は、２年とする。 
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２ 補欠又は増員による任期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

 （任期満了又は辞任の場合） 

第10条 役員は、その任期が満了し、又は辞任により退任しても、後任の役

員が就任するまでの間は、なおその職務を行うものとする。 

 

 （役員の解任） 

第11条 市協議会は、役員が次の各号のいずれかに該当するときは、総会の

議決を経て、その役員を解任することができる。この場合においては、市

協議会は、その総会の開催の日の７日前までに、その役員に対し、その旨

を書面をもって通知し、かつ、議決の前に弁明する機会を与えるものとす

る。 

(1) 心身の故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき。 

(2) 職務上の義務違反その他役員たるにふさわしくない非行があったとき。 

 

 （役員の報酬） 

第12条 役員は、無報酬とする。 

２ 役員には、費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、会長が別に定める。 

 

第４章 総会 

 

 （総会の種別等） 

第13条 市協議会の総会は、通常総会及び臨時総会とする。 

２ 総会の議長は、総会において出席会員のうちから選出する。 

３ 通常総会は、毎年１回以上開催する。 

４ 臨時総会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 会員現在数の２分の１以上から会議の目的たる事項を示した書面によ

り請求があったとき。 

(2) 第８条第３項第３号の規定により監事が招集したとき。 

(3) その他会長が必要と認めたとき。 

 

 （総会の招集） 

第14条 前条第４項第１号の規定により請求があったときは、会長は、その

請求のあった日から３０日以内に総会を招集しなければならない。 

２ 総会の招集は、少なくともその開催の７日前までに、会議の日時、場所、

目的及び審議事項を記載した書面をもって会員に通知しなければならない。 

３ 会議の開催に当たっては、公平性・透明性の確保のため、事前の告知、

会議の公開及び議事録の公表に努めるものとする。 
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 （総会の議決方法等）  

第15条 総会は、会員現在数の過半数の出席がなければ開くことができない。 

２ 会員は、総会において、各１個の議決権を有する。 

３ 総会においては、前条第２項によりあらかじめ通知された事項について

のみ議決することができる。ただし、緊急を要する事項については、この

限りでない。 

４ 総会の議事は、第１７条に規定するものを除き、出席者の議決権の過半 

数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。     

５ 議長は、会員として総会の議決に加わることができない。    

 

 （総会の権能） 

第16条 総会は、この規約において別に定めるもののほか、次の各号に掲げ

る事項を議決する。 

(1) 事業計画及び収支予算の設定又は変更に関すること。 

(2) 事業報告及び収支決算に関すること。 

(3) 諸規程の制定及び改廃に関すること。 

(4) 実施しようとする事業の実施方針・実施計画等に関すること 

(5) 米の生産目標（目安）の提示に関すること 

(6) その他地域協議会の運営に関する重要な事項。 

２ 前項第４号、第５号及び第６号に定める事項について、必要に応じ、学識経

験者等（以下「助言者」という。）及び関係団体の意見を聞くものとする。助

言者は、市協議会、幹事会別に会長が適当と認める関係機関から選出するもの

とする。 

 

 （特別議決事項） 

第17条 次の各号に掲げる事項は、総会において、出席者の議決権の３分の

２以上の多数による議決を必要とする。 

(1) 市協議会規約の変更 

(2) 市協議会の解散 

(3) 会員の除名 

(4) 役員の解任 

 

 （書面又は代理人による表決） 

第18条 やむを得ない理由により総会に出席できない会員は、あらかじめ通

知された事項につき、書面又は代理人をもって議決権を行使することがで

きる。 

２ 前項の書面は、総会の開催前までに市協議会に到着しないときは、無効
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とする。 

３ 第１項の代理人は、代理権を証する書面を協議会に提出しなければなら

ない。 

４ 第１５条第１項及び第４項並びに第１７条の規定の適用については、第

１項の規定により議決権を行使した者は、総会に出席したものとみなす。 

 

 （議事録） 

第19条 総会の議事については、議事録を作成しなければならない。 

２ 議事録は、少なくとも次の各号に掲げる事項を記載する。 

(1) 日時及び場所 

(2) 会員の現在数、当該総会に出席した会員数、第１８条第４項により当

該総会に出席したと見なされた者の数及び当該総会に出席した会員の氏

名 

(3) 議案 

(4) 議事の経過の概要及びその結果 

(5) 議事録署名人の選任に関する事項 

３ 議事録は、議長及び当該総会に出席した会員のうちからその総会におい

て選任された議事録署名人２名以上が署名押印しなければならない。 

４ 議事録は、第２２条第１項の事務局に備え付けておかなければならない。 

 

第５章 幹事会 

 

 （幹事会の構成等） 

第20条 地域協議会の業務を円滑に行うため、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、第２２条第２項の事務局長及び別表２号に掲げるものをもって組

織する。 

３ 幹事の中から幹事長を互選する。 

４ 幹事会は、必要に応じ幹事長が招集する。 

 

 （幹事会の権能） 

第21条 次の各号に掲げる事項は、幹事会において協議する。 

(1) 総会に付議すべき事項に関すること。 

(2) 総会の議決した事項の執行に関すること。 

(3) その他幹事会において必要と認めた事項に関すること。 

２ 幹事会において、前項第１号にあっては総会開催の直前に、第２号及び第３

号にあっては必要に応じて協議する。 

 

18



第６章 事務局等 

 

 （事務局） 

第22条 総会の決定に基づき市協議会の業務を執行するため、南砺市荒木 

１５５０番地（南砺市ブランド戦略部農政課内）に事務局を置く。 

２ 市協議会は業務の適正な執行のため、事務局長を置く。 

３ 事務局長は、会長が任命する。 

４ 市協議会の庶務は、事務局長が総括し、及び処理する。 

５ 事務局長は、南砺市農業再生協議会会計処理規程第８条第１項の経理責

任者並びに南砺市農業再生協議会事務処理及び文書取扱規程第５条第１項

の文書管理責任者を兼務することができる。 

 

 （業務の執行） 

第23条 市協議会の業務の執行の方法については、この規約で定めるものの

ほか、次の各号に掲げる規程による。 

(1) 会計処理規程 

(2) 事務処理及び文書取扱規程 

(3) 公印取扱規程 

(4) 内部監査規程 

 

 （書類及び帳簿の備付け） 

第24条 市協議会は、第２２条第１項の事務局に次の各号に掲げる書類及び

帳簿を備え付けておかなければならない。 

(1) 市協議会規約及び前条各号に掲げる規程 

(2) 役員等の氏名及び住所を記載した書面 

(3) 収入及び支出に関する証拠書類及び帳簿 

(4) その他前条の各号の規程に基づく書類及び帳簿 

 

第７章 会計 

 

 （事業年度） 

第25条 市協議会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に

終わる。 

 

 （資金） 

第26条 市協議会の資金は、次の各号に掲げるものとする。 

(1) 直接支払推進事業費補助金に係る富山県又は南砺市からの助成金等 

(2) 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金に係る富山県農業再生協議会（以
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下県協議会」という。）からの助成金、及び南砺市からの補助金 

(3) その他の収入 

 

 （資金の取扱い） 

第27条 市協議会の資金の取扱方法は、会計処理規程で定める。 

 

 （事務経費支弁の方法等） 

第28条 市協議会の事務に要する経費は、第２６条各号の資金からの収入を

もって充てる。 

 

 （事業計画及び収支予算） 

第29条 市協議会の事業計画及び収支予算は、事業開始前に総会の議決を得

なければならない。ただし、通常総会後に市協議会の自己財源を伴わない

国又は県等の補助事業の採択を受け、当該事業を執行する場合で、会長が

必要と認めるときに限り、議決を要しないものとする。 

２ 前項の規定に基づき、議決を得ずに当該事業を執行した場合は、後日総会に

報告するものとする。 

 

 （監査等） 

第30条 会長は、毎事業年度終了後、次の各号に掲げる書類を作成し、通常

総会の開催の日の７日前までに監事に提出して、その監査を受けなければ

ならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支計算書 

(3) 正味財産増減計算書 

(4) 貸借対照表 

(5) 財産目録 

２ 監事は、前項の書類を受領したときは、これを監査し、監査報告書を作

成して会長に報告するとともに、会長はその監査報告書を総会に提出しな

ければならない。 

３ 会長は、第１項各号に掲げる書類及び前項の監査報告書について、総会

の承認を得た後、これを第２２条第１項の事務局に備え付けておかなけれ

ばならない。 

 

 （報告） 

第31条 会長は、第29条に掲げる書類及び前条１項各号に掲げる書類につい

て、総会の議決を得た後、富山県に提出しなければならない。 
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第８章 市協議会規約の変更、解散及び残余財産の処分 

 

 （届出） 

第32条 この規約及び第２３条各号に掲げる規程に変更があった場合は、市

協議会は、遅滞なく富山県に届出なければならない。 

 

第33条 市協議会が解散した場合において、その債務を弁済してなお残余財

産があるときは、国費相当額にあっては実施した事業の実施要綱その他規

程の定めるところにより返還するものとする。 

２ 前項以外の残余財産については、総会の議決を経て市協議会の目的と類

似の目的を有する他の団体に寄附するものとする。 

 

第９章 雑則 

 

 （細則） 

第34条 実施しようとする事業の実施要綱その他の規程及びこの規約に定め

るもののほか、市協議会の事務の運営上必要な細則は、会長が別に定める。 

 

   附 則 

この規約は、平成２３年５月２５日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、平成２５年６月２４日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、平成２６年６月２５日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、平成２７年６月３０日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、平成２８年６月３０日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、平成３０年６月２０日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、令和元年６月２１日から施行する。 
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   附 則 

この規約は、令和２年６月２５日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、令和４年６月２７日から施行する。 

 

   附 則 

この規約は、令和５年６月２３日から施行する。 
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○別表 １（第５条関係）  南砺市農業再生協議会員 

 

区 分  所   属 

会 員 南砺市ブランド戦略部 

南砺市農業委員会 

なんと農業協同組合 

福光農業協同組合 

となみ野農業協同組合 

南砺市担い手育成総合支援協議会 

富山県農業共済組合 

なんと地域水田農業推進協議会 

福光水田農業推進協議会 

となみ野地域水田農業推進協議会 

南砺市農業者会 

南砺市農業法人等 

南砺市集落営農組織等 

土地改良区 

山間地域農業組織 

 

○（第１６条第２項に基づく助言者） 

 

区 分  所   属 

助言者 

（学識経験者） 

指導機関（北陸農政局富山県拠点） 

指導機関（富山県砺波農林振興センター） 
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○別表 ２（第２０条関係）  南砺市農業再生協議会幹事会員 

 

区 分  所   属 

幹 事 なんと農業協同組合所管部課長 

福光農業協同組合所管部課長 

となみ野農業協同組合所管部課長 

なんと地域水田農業推進協議会幹事・事務局長 

福光水田農業推進協議会幹事・事務局長 

となみ野地域水田農業推進協議会幹事・事務局長 

城端・井口・平・上平地域代表 

福光地域代表 

福野地域代表 

井波・利賀地域代表 

生産調整方針作成者代表 

南砺市農業委員会事務局長 

富山県農業共済組合砺波地域農業共済センター所長 

南砺市担い手育成総合支援協議会事務局長 

土地改良区事務局長 

山間地域農業組織代表 

南砺市ブランド戦略部農政課長 

 

○（第１６条第２項に基づく助言者） 

 

区 分  所   属 

助言者 

（学識経験者） 

指導機関（北陸農政局富山県拠点） 

指導機関（富山県砺波農林振興センター所管課長） 
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